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１ はじめに

インターネット利用の活性化によって，インターネットを基盤とするさまざまなビジネスが

展開されている．インターネットを利用したビジネスは，地域や時間の制約を受けずにすむ利

点を持つ ．しかしながら，インターネット・ビジネスに対する明確な収益モデルが不在であ

るため，多くのインターネット・ビジネス関連企業において管理システムの効率性は低下して

いるのが現状である．そこで，既存のサービス産業分野に適用されている効率性の高い管理方

式である収益管理（ ）概念をインターネット・ビジネス分野に導入する必

要があると思われる．本研究では，インターネットを基盤とするさまざまなビジネスにおいて，

特に 電話サービスを対象とした収益管理モデルを提示する．即ち，同一の 電話サービス

に対して多様な料金水準を提示することによって潜在需要を引き出し，全体収益を最大化する

ために，料金水準別販売を可能とする数量を設定するための，最適化基盤の収益管理モデルを

提示する．

２章では，既存の収益管理概念の適用した分野の消滅性資産（ ）特性と，収

モデルを用いた 電話サービス産業の
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深刻化する不況のなか，企業のネットワーク投資は停滞し，キャリアの設備投資も

冷え込んでいる．ベンダーの競争激化によって通信機器・サービスの価格低下が進む

一方， 関連の新規需要はまだ十分に顕在化しておらず，通信ビジネスの環境はこと

さら厳しい状況にある．その影響で，大手企業を含む多くの通信産業は， ネット

ワーク上で電話システムを構築できる の販売や 電話サービスを本格化して

いる．しかしながら，装置販売およびソリューション分野以外には明確な収益モデル

がないため，その収益性は不透明なのが，現状である．本研究では，既存のサービス

分野で適用されている 収益管理（ ）概念を 電話

サービス分野へ適用し，多様な料金レベルを提示することによって，潜在需要の促進，

さらに全体の利益を最大化するための最適化ベースの収益管理モデルを提案した．さ

らに，模擬実験を行いモデルの有効性を確かめてみた．
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）モデル，
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益管理の概念，体系を辿る．３章では，航空事業で，多様な料金クラスを設け，各料金クラス

の予約限定量による航空事業の収益管理モデルを取り上げる．４章では， 電話サービスの収

益管理モデルを構築する．５章では，シミュレーションを用いて，モデルの実用性を確認する．

６章では結論及び今後の研究方向について述べる．

２ 消滅性資産の収益管理

2.1 消滅性資産の形態と特徴

収益管理を扱ううえで，考慮すべき要素の一つが製品の特徴である．生産された製品が生産

と同時に販売できない場合，それが在庫となるが，次の期間に持ち越して販売できない場合，

消滅するという特徴を持つ製品が消滅性資産であり，本研究の対象になる ．飛行機の座席，

ホテルやレンタカー産業が提供するサービスなどが，そのような特徴を持つ代表的な例である．

さらに，施設投資費用に比べて製品単位当りの運用費用が非常に小さい場合，あるいは技術開

発周期が早い先端技術，流行に敏感なファッション産業，そして時間の経過によって価値が減

少する農・水産物なども対象となろう．最近では，インターネットの発達によって活性化して

いるインターネット・ビジネス分野にも収益管理が適用できると考えられる．

消滅性商品は一般的に次のような特徴を持つ ．

・サービスあるいは商品が，生産される時点に限って利用可能であり，在庫として保存できない．

・供給量に対する制約が存在する．

・価格による市場細分化が可能である．

2.2 消滅性資産の収益管理体系

一般的に，予約を基盤としてのサービス産業は（図 ）のように，収益管理の手順に従っ

ている．すなわち，予想需要と競争事業の料金水準を考えて，各料金水準に適切な供給量を決

定する．予約基盤の産業のもっとも大きな顧客の特性は予約の後，キャンセルする，購買する

などしない行動（未搭乗， ）である．したがって，このような未搭乗の可能性を考慮

図 予約基盤サービス産業の収益管理システム



─ ─

モデルを用いた 電話サービス産業の収益管理モデルに関する研究

して超過予約限界が設定される．超過予約限界を設定するために，キャンセル率，未搭乗率，

返還政策，需要超過に伴うペナルティ費用などを考えて，決定しなければならない．

利用可能な提供用量を各料金水準別に適切に配分する（ ）のは，収益管理

問題にとって最も重要な一環である．以前の研究では，主に航空会社，一部のホテルやレンタ

ル会社を対象に研究が行われた．航空会社の状況分析を単純化するために，単一飛行区間（

）を主に考えて，研究が進められていたが，最近複数飛行区間に対する研究が徐々に

拡大する傾向がある．また，航空会社が競争優位を確保するために，活発に行っている戦略的

な収益配分問題に対する研究が拡大している．

３ 航空事業の収益管理モデル

3.1 航空事業の特性

航空事業は運送サービスを提供している事業である．即ち，航空会社が顧客のニーズに応じ，

飛行機を利用して，顧客や荷物などを世界中のどこかへ運ぶことである．航空事業は予約基盤

サービスであるため，以下表 に示すような特性を持っている．

3.2 航空事業の収益管理モデル

世界経済の発展につれ，さまざまな事業活動が世界各地で展開されつつある．このグローバ

ル化のために，飛行機を利用する顧客は増える一方である．また，飛行機は早くて，安全とい

うメリットを持ち，潜在顧客は多いので，航空産業は幅広く魅力的な市場だといえよう．しか

し，航空事業の自由化に伴い，市場競争は激しくなってきている．航空会社の収益管理モデル

に関する研究が行われるようになっているが，これまでの研究モデルは単純すぎるため，実際

の適用まで至っていない場合が多い．

による収益モデルでは，単一の飛行区間で複数の料金クラスを有する飛行機

の座席配分モデルを取り上げ，マルコフ意思決定過程（ ）に基づいて，

系統的に分析している．さらに，以前のモデルでは考えていなかった，キャンセル，未搭乗及

び超過予約を許すモデルを考えており，より実際的なモデルになっている．さらに，各料金ク

表 航空会社の収益管理の特性

区 分 航空会社（予約基盤サービス）

サービス 座席容量

提供始点 予約後 始点後

料金クラス （普通／割引価格）

対象サービス
単一区間

多重区間

増設単位 飛行機一台

消費者特性 予約、キャンセル、返金、未搭乗

販売促進手段 グレードアップ

収益管理概念 サービス提供前の収益管理を通じて収益の最大化

マーケティングの意思決定
料金水準別予約限界

需要要求の予約統制
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ラスの到着パターンを仮定しないので，モデルはほかの消滅性商品の収益管理問題にもよく適

用できる．例えば，ホテル産業を含むサービス産業などがある．

の収益管理モデルはダイナミック プログラミング（ ）を

用い，最も適切な予約政策，状態と時間に対する各料金クラスの予約限定量（ ）を

決める．

航空事業では，需要管理のために，料金クラス，キャンセルなどの重要な要素を考える必要

がある．これらの要素は上記の多様性を持っているが，需要管理のモデルでは効率的に考える

ために，次のような仮定を設ける．

・料金クラスは 個に区分され，事前に与えられたと仮定して，各料金クラスはお互いに影響

を及ぼさないと仮定する．

・各料金クラスによって，期待収益はキャンセル率，未搭乗などを考えて決める．

・各料金クラス別で発生する需要は，他の料金クラスの需要と独立的に発生する．

・各料金クラスで利用する顧客はキャンセル可能であるが，キャンセル率は他の料金クラスの

料金，予約者数，及びキャンセル率と独立に発生する．

・各料金クラスは予約者数と独立的な関係を持っている．

本論文では，航空事業分野において，以上の仮定のもとで考える営業期間は ＝

－ 期間だと仮定するが，０期間が飛行機の出発期間であるため，０期間の収益を

最大化する動的収益管理モデルを構築する．

航空事業の場合，需要管理の側面では特定時点で発生する状況としては，座席の料金クラス

に対して新規予約の発生，キャンセルの要求，あるいはどのような状況も発生しない場合の

いずれかである．このような可能性が各時点で異なった形で現れるので，時点の変化による確

率の値の変化を考えるため，マルコフ意思決定過程（ ）モデルの適用が

考えられる．

本節では現時点から一定期間までの計画期間を設定し，この間，発生する収益の最大化の実

現できる収益モデルの開発を考える．

航空事業の需要管理のため，考えられるのはどの時点でも発生できる可能性は次のとおりで

ある．

ⅰ） 期間において，料金クラス に対しての新規予約の発生

ⅱ） 期間において，料金クラス に対してキャンセルの要求

ⅲ） 期間において，料金クラス に対して何の状況も発生しない

以上の状況に対して発生する可能性は次のような確率で表せる

： 期間において，料金クラス に対して，座席の新規予約発生の確率

： 期間において，加入者が の場合，キャンセルの確率

： 期間において，加入者が の場合，何も発生しない確率

確率の定義により， に対して

＝

＋ ＋ ＝

＞＝ １

という数式が成立する．
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座席の需要と関連してどの段階 でも発生できるのは一つの状況しかないと考えられる上に，

期間で座席の予約が発生しないため，各段階 に対して， ＜＝ － が成立する．しかも，

各状況が発生する時点を一つの段階にし，動的計画方法の概念を適用することができる．即ち，

航空事業で， 段階で考えられる発生状況は各料金クラスに対する新規需要，キャンセル，及

びどんな状況も発生しないと定義することができる．従って，座席の需要と関連する変動は

段階での状況 が － 段階で新しい状況 ′に変動する仮定が見られる．この場合，状況 と

′は相互独立的に仮定されたので，各段階での各状況が発生する確率は独立的に考えられる．

このような動的計画問題の属性を持つ場合， 段階での総期待収益は 段階から － 段階に

進むにつれ，発生する収益と － 段階での収益との合計で表せる．段階 から最終段階０ま

で順番に拡張することによって，最大収益が得られる．

動的需要管理モデルでは，一定期間で同一な料金需要が発生するのではなくお互いに別のよ

うに，需要要求時点で座席と同時に一定期間（０期間）で持続的に収益が発生する．従って，

時点から一定期間まで発生する収益の期待値を計算するため，次のような記号を定義する．

： 期間において，クラス にある座席の１個当たりの利益

： 期間においての搭乗者

： 期間から０期間までの最大利益

が 段階で料金クラス の期待収益は， － 段階で新規需要による期待収益，解約に

よる損失などの合計に定義し，次のように区分して表せる．

第一， － 時点で料金クラスに対して，新規需要が発生する場合：

１需要が許容された場合では， ＋ － ＋ で，２需要が拒否された場合では， －

で表せるが，この二つの値を比較し，大きい方を選択しなければならない．

第二， － 時点で料金クラス に対して，解約が発生する場合：

現在予約者が１人減少したと仮定されたとき， － － で表せる．

第三， － 時点で料金水準 に対して，何も発生しない場合：

段階から － 段階までなにも起こっていない状態であるため， － で表せる．

以上の結果から の関数は次のような動的収益管理モデルで表せる．

＝
＝

＋ － ＋ － ＋ － － ＋ －

－ ２

＝ － ３

は０時点で予約者が の場合に残った座席から得られる未来に追加する期待値を表す関

数である．即ち，考える期間の最終時点でまだ予約されていない座席の未来価値を表すので，

単位当たりの値は残っている座席と半比例関係を持つのが普通である．従って， は非増加

凹関数（ ）の特性を持つので， － ＋ は ＝ － －

の時にも減少しない（ ）特性を持つことがわかる．以上の結果が，各時点で発生

する料金クラス の新規需要に対する予約の許容若しくは拒否を決める基準に活用できる．各

料金クラス別の最大予約許容量（ ）の基準が決定できる．この最大予約許容量を

超えた場合，即ち超過予約（ ）した場合には，それなりの罰金を支払わなければ

ならない．



─ ─

それで，各料金クラス に対して， 段階で発生した需要の許容，拒否による期待収益は次の

ように表現できる．

＝ ＋ － ＋ －

＝ － － － － ＋ ＋ －

－ ４

従って，各料金クラス で 段階の新規予約の許容による期待利益を最大化する条件は次の

ようである．

－ － － ＋ ＞ ５

即ち，式 ５ の条件を満たせば，全体の期待収益が最大になる．

式 ５ は 時点での期待収益と － 時点で１人の予約を受け取った期待収益の差，と 時

点で料金クラス に対する予約を受け取った場合に得る期待収益との比較を表したものである．

即ち， － 時点での期待収益の差が， 時点で許容による期待収益より小さい場合には，料金

クラス に対する予約を許容する．

また，式 ５ は次のように拡張できる．

時点で二つの料金クラス と に対して，次のような条件が満たす場合を考えよう．

＜ － － － ＋ ６

この場合，料金クラス の予約を拒否し，料金水準 の需要を許容すれば，全体の収益が最大

になる．

ところが， は の増加により減少しない或いは増加する関数であるので， が一定値以

下の場合には，新規予約を許容するが，これを超えた場合に，新規予約を許容しない方の期待

利益が高いのを表している．

式 ５ によって， 段階で料金クラス の最大予約可能量，即ち予約限定量 （

）は式 ７ によって決定できる．

＝ － － － ＋ ＞ ７

式 ７ を利用すれば，各段階で発生する各料金クラスに対する予約の許容及び拒否は，次の

ような基準に基づいて，簡単に決定できる．このような決定が全体の期待収益を最大化するこ

とができる．

従って， 段階で料金クラス に対する予約を許容できる条件は下記の式である．

＜ ８

４ IP-電話サービスの収益管理モデル

電話サービスの収益管理モデルを構築するために，料金水準別の需要特性と需要発生の形

態を考えないとならない．本研究では各料金別に発生する需要が他の料金水準の加入者数と独
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立性を仮定して問題を単純化する．即ち，各料金水準で発生する新規需要は個別料金水準の加

入者数によって影響を受けるのではなく，全体の加入者数によって影響を受けると仮定する．

また，既存の多くの研究で考えた静的収益モデルでは安い料金水準の需要が高い料金水準より

先に発生するのを仮定した．

しかし，本研究では安い料金水準の需要より高い料金水準の需要が先に発生する可能性を考

える動的収益管理モデルを提案する．このような動的な需要が発生状況に対して，

など が航空会社の収益モデルに提示したモデルを 電話サービスに転換して応用する．

電話サービスでは，需要管理のために考える要素として料金水準，解約及び長期利用する

優秀顧客に対しての料金割引などが重要な要素と認識されている．これらの要素は上記の多様

性を持っているが，需要管理のモデルでは効率的に考えるために次のような仮定を設ける．

・料金水準は 個に分け，事前に与えられたと仮定して，料金水準の間では影響がないと仮定

する．

・各料金水準によって期待収益は解約率，未納率などを考えて決める．

・各料金別に発生する需要は他の料金水準の需要と独立的に発生する．

・各料金水準で利用する顧客は解約可能であるが，解約率は他の料金水準の料金と加入者数，

また解約率と独立に発生する．この場合，解約による損失は期待損失と考える．

・各料金水準で優秀顧客の場合，料金割引の優待が受けられる．一度，料金割引を受けた顧客

は解約までに料金割引が継続される．各料金水準別の割引は加入者数と独立的な関係を持っ

ている．

考える事業期間は 期間と仮定する．

本研究では， 電話サービス分野において，以上の仮定のもとで 期間中，収益を最大化す

る動的収益管理モデルを開発する．

電話サービスの場合，各時点で発生する状況としては，新規需要の発生，解約，料金割引

の要求，あるいはどのような状況も発生しない場合のいずれかである．このような可能性が各

時点で異なった形で現れるので，時点の変化による確率の値の変化を考えるマルコフ意思決定

図 電話サービス業の収益管理システム
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過程（ ）モデルの適用が考えられる．

本節では現時点から一定期間までの計画期間を設定し，この間で発生する収益の最大化を実

現できる収益モデルの開発を考える．

電話サービスの需要管理のため，考えられるのはどの時点でも発生できる可能性は次のと

おりである．

ⅰ）料金水準 に対しての新規需要の発生

ⅱ）料金水準 に対して需要の解約の要求

ⅲ）料金水準 に対して利用者の料金割引の要求

ⅳ）状況が発生しない

以上の状況に対して，発生する可能性は次のような確率で表せる．

： 段階の時点で料金水準 に対して新規需要の発生確率

： 段階の時点で加入者が の場合，料金水準 に対して解約の確率

： 段階の時点で加入者が の場合，料金水準 に対して料金割引の確率

： 段階の時点で加入者が の場合，何も発生しない確率

確率の定義によって各段階 に対して，
＝

＋ ＋ ＋ ＝ が成立する．モデ

ルを単純化するために，解約確率及び料金割引確率が各段階で同一な関数を持つと仮定すると，

次のような関係式が得られる．

＝ ＝ ９

（ と は加入者が の場合料金水準 の解約率と料金割引確率）

電話サービスの需要と関連してどの時点でも発生できるのは一つの状況しかないと考えら

れる．各状況が発生する時点を一つの段階にし，動的計画方法の概念を適用することができる．

即ち， 電話サービスで， 段階で考えられる状況は各料金水準の新規需要，各料金水準の解

約要求，各料金水準での料金割引要求，及びどんな状況も発生しないと定義することができる．

従って， 電話サービスの需要と関連する変動は 段階での状況 が ＋ 段階で新しい状況

表 電話サービス業の収益管理システム

＋
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′に変動する仮定に見られる．この場合，状況 と ′は相互独立的に仮定したので，各段階

での各状況が発生する確率は独立的に考えられる．このような動的計画問題の属性を持つ場合，

段階での総期待収益は 段階から ＋ 段階に進むにつれて，発生する収益と ＋ 段階で

の総期待収益との合計で表せる．段階を０から最終段階まで順番に拡張するによって，最大収

益が得られる．

動的需要管理モデルでは，一定期間同一の料金需要が発生するのではなく，お互いに別のよ

うに，需要要求時点でサービスの提供と同時に一定期間（ 期間）で持続的に収益が発生する．

従って， 時点から一定期間の中で発生する収益の期待値を計算するために，次のような記号

を定義する．

：料金水準 の需要に対して， 時点から 期間までの期待収益．料金水準の需要

が混合して発生すると考える．また，航空会社の需要管理モデルと異なって，

と が提案される．

：料金水準 の需要に対して， 時点で解約が発生する場合 期間までの期待収益

の減少．

：料金水準 の需要に対して， 時点で料金割引が適用する場合 期間までの期待

収益減少．

：サーバーの最大収容能力．

： 時点で加入者が の場合 時点から 時点までの総期待収益．

電話サービスでは新規需要，解約に伴う期待収益及び期待損失は航空会社などの予約基盤

商品の販売と異なる．即ち，予約基盤商品は予約が許容された場合でも最終的に商品が提供さ

れた時点からこそ収益が発生すると予想できる．しかし， 電話サービスのような会員基盤商

品は予約時点と商品販売時点が同時に発生するとともに，一定金額の加入費による収益も発生

する．また，毎月に会費としての一定金額の使用料金が支払われるので，一定の利用期間を設

定し，この期間で発生する使用料金と加入費が期待収益になる．従って，会員が解約する場合

には，事前に支払われた加入費の一部分が返還金額と，残っている利用期間の使用料金は，解

約によって期待損失になる．

は 時点で発生する各料金水準に対して，需要の許容による期待収益，解約による損

失，及び優秀顧客の料金割引による損失などの合計に定義して次のように分けて表す．

第一， 時点に の料金水準に対して，新規需要が発生する場合：

この場合，期待収益は新規需要の許容及び拒否によって，次のように計算できる．

＝
＋ ＋ ＋

＋

料金水準

料金水準 の需要を拒否

従って， は新規需要の許容，拒否による期待収益を比較して，もっと大きい値を選択し

ないといけない．

第二， 時点に料金水準 に対して，解約が発生する場合：

この場合，加入者が一名減少したと仮定すれば，減少した一名の加入者から期待損失が発生す

る．即ち， ＝ ＋ － という関係式で表せる．

第三， 時点で料金水準 に対して，料金割引が発生する場合：

この場合には加入者の数にかかわらず，一名の料金調整から期待収益が減少する．このような
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関係式は ＝ ＋ － で表せる．

以上の結果から の関数は次のような動的収益管理モデルで表せる．

＝
＝

＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋

＋ ＋

＝ ＝

は 時点で加入者が の場合に残った余裕容量から得られる未来に追加する期待値を表

す関数である．即ち，考える期間の最終時点でまだ販売されていない余裕容量の将来価値を表

すので，単位当たりの値は残っている余裕容量と反比例関係を持つのが普通である．従って，

は の増加により減少しない，或いは増加する非減少凸関数（ ）の

特性を持つ と仮定すると から ＜ の も非減少凸関数の特性を持つので，

－ ＋ も の増加により減少しない（ ）特性を持つ ．以上の結果

を利用すると，各時点で料金水準 の新規需要に対するサービスの許容か拒否かを決定する基

準に活用できる．各料金水準別の最大販売許容量の基準を決定できる．

各料金水準 に対して， 段階で発生した需要のサービス許容，拒否による期待収益は次の

ように表現できる．

＝ ＋ ＋ ＋ ＋

＝ － ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ ＝

従って，各料金水準 に対して， 段階での期待利益を最大化する条件は次のようである．

＋ － ＋ ＋

即ち，式 の条件を満たす場合，全体の期待収益が最大化になる．

式 の意味は 時点で料金水準 に対する新規需要を許容する場合の期待収益と許容しな

い場合の期待収益の差と， 時点の料金水準 の許容による期待収益との比較を表したもので

ある．即ち， ＋ 時点での期待収益の差が 時点での許容による期待収益より小さい場合に

は，料金水準 の需要を許容する．

は の増加によって，減少しない或いは増加する関数であるので， が一定値以下の時，

新規加入を許容するのがこれ以上の場合，新規需要の加入を許容しないことによって，期待利

益が増加するのを表している．

式 ６ は次のように拡張して，適用できる．即ち， 時点で二つの料金水準 と に対して

次のような条件が満たす場合を考えよう．

＜ ＋ － ＋ ＋

この場合，料金水準 に対する新規需要を拒否して，料金水準 に対する新規需要を許容する

と，全体の収益が最大化できる．

式 を利用すれば， 段階で料金水準 の許容限定量 は式 に決定できる．
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＝ ＋ － ＋ ＋ ＞

式 を利用すれば，各段階で発生する各料金水準の需要に対して，サービス許容か拒否か

は次のような基準が適用するので，簡単に決定できる．このような決定が全体の期待収益を最

大化することができる．

段階で料金水準 の需要のサービスを許容できる条件： ＜

式 ）は予約基盤商品に対する など の研究を 電話サービスに拡張したも

のである．即ち，予約基盤商品で考えた超過予約，予約拒否などを除いた上に，長期利用する

優秀顧客に対する料金割引が追加された．式 に対して，各料金水準別の需要管理に活用

するための式 と は など の研究と概念的に同一であることが分かる．

５ シミュレーション及び分析

本研究で提示されたモデルの有効性を検証するために模擬実験を行う．模擬実験は， 電話

サービス業の商品を対象とし，既存の資料を基盤として作成されたデータを用いる．模擬実験

は， を用いて行われた．

シミュレーションをわかりやすくするために，サーバーの容量を小さくし， （解約による

期待損失）と （割引による期待損失）をゼロにする．

これに加えて本研究で提案したモデルを適用するために，次のような仮定をした．

ⅰ）プロバイダーを二種類の会員類型，三種類の会員類型及び四種類の会員類型に分けて，

収益が料金類型の多少及び割引率の大小に影響されるのを見るため，各プロバイダーには

各々の利用制約があると仮定した．

ⅱ）各料金水準別に発生する需要が他の料金水準の加入者とは独立であると仮定した．

ⅲ）各料金水準別に対して，キャンセル及び優秀顧客に対する料金割引の発生は独立である

と仮定した．
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【 】ある 電話サービスのプロバイダーに会員類型は一般会員 ＝ があり，サー

バーの容量は ＝ である．変数 は表 で表わす．

表

図 各加入者数 に対して、 （期待収益）対 （段階）のグラフ

図 各時点 に対して、 （期待収益）対 （加入者数）のグラフ
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【 】ある 電話サービスのプロバイダーに会員類型は一般会員 ＝ ，コッパ会員

＝ ，二つあり，サーバーの容量は ＝ である．変数 ＝ と は表 で表

わす．

表

図 各加入者数 に対して、 （期待収益）対 （段階）のグラフ

図 各時点 に対して、 （期待収益）対 （加入者数）のグラフ
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【 】ある 電話サービスのプロバイダーに会員類型は一般会員 ＝ ，コッパ会員

＝ ，シルバー会員 ＝ ，三つあり，サーバーの容量は ＝ である．変数 ＝

と は表 で表わす．

【 】ある 電話サービスのプロバイダーに会員類型は一般会員 ＝ ，コッパ会員

＝ ，シルバー会員 ＝ ，ゴールド会員 ＝ ，四つあり，サーバーの容量は ＝ で

ある．

表

図 各加入者数 に対して、 （期待収益）対 （段階）のグラフ
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変数 ＝ と は表 で表わす．

図 各時点 に対して、 （期待収益）対 （加入者数）のグラフ

表

図 各加入者数 に対して、 （期待収益）対 （段階）のグラフ
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図 各時点 に対して、 （期待収益）対 （加入者数）のグラフ

図 段階別許容限定量の範囲

図 同じく ＝ の時料金水準の多少により期待収益の変化
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６ 結論・今後の研究課題

収益管理概念は，ホテルおよび航空産業などで主に利用されてきたが，最近ではスポーツ，

鉄道，医療産業など多様な分野へその適用範囲が拡大している．本研究では，このような消滅

性資産を扱うサービス産業へ適用される収益管理概念を， 電話サービス事業を中心としたイ

ンターネット・ビジネスへも適用することを目的としている．特に， 電話サービス事業で同

一加入者に対して複数の料金水準を提案し，各料金水準に対して，適切な管理を通じて総収益

を最大化するためのモデルを提案した．即ち，各料金水準別販売許容量を総収益が最大になる

よう決定するマルコフ意思決定過程（ ）モデルを提案した．このモデル

は， などの研究で提案されたモデルを 電話サービスの特徴に合わせて修正・

拡張したモデルであり，総収益が最大になる各料金水準別販売許容量決定条件を導出し，需要

要求時点での該当料金水準の需要に対する加入許可あるいは棄却を決定できる基準を提示する．

さらに，模擬実験によって，本研究で提案した，各意思決定時点の環境を考慮した動的管理方

法の意思決定のモデルの有効性を確かめることができた．それによって， 電話サービスなど

関連のさまざまな事業は，消滅性資産を扱っている特徴を持っているため，既存の収益管理

概念を拡張して適用できる分野であり，本研究を通じてその可能性が確認できたと思われる．

提案されたモデルの効率的な利用のために，メタ・ヒューリスティック方法を用いたモデル

を提案しシミュレーションを行うことを今後の研究課題として残す．さらに，インターネット

関連のさまざまな分野に研究の範囲を拡張し，将来的には有効にモデルが活用できることを期

待している．
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